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9部局10案件

【危機管理監】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

【企画調整部デジタル・スマートシティ推進担当】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

【総務部】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

2026年度副市長レビュー（春）　協議事項一覧

1 危機管理課
災害時における
生活用水の確
保について

①指定避難所における生活用水の確保
・プールが無い、プールが廃止させる指定避難
所を優先的に、136箇所の指定避難所に井戸
を整備する。
②指定避難所以外の自主避難所等における
生活用水の確保
・指定避難所から距離がある自主避難所及び
在宅の避難者を支援するため、民間施設の井
戸等を活用する。
・自治会・自主防災隊の意向を踏まえ、井戸
施設設置に補助等を行う。

① 指定避難所（136箇所）への
井戸施設の整備
・計画期間、事業費、財源
②自主防災隊への補助金の拡
充
・補助対象、補助率、事業費、
財源

提案どおり進める

・報酬の改定額
・特別職報酬等審議会による意
見聴取
・今後の報酬額の水準の確認
時期

サマーレビューで審
議

提案どおり進める1
デジタル・スマー
トシティ推進課

クラウド化に伴う
電話業務の効
率化について

電話環境の統合クラウド化に伴う、スマホや拡
張機能を活用した業務改革の進め方の提案
と、クラウド導入時に必要な環境整備の実施。

①全庁最適・統合クラウド化
・「電話交換機を有する本庁舎
以外の施設」はコスト削減効果
を見込めるため原則、統合クラ
ウド化。協働センターなど「電話
交換機を設置していない施設」
は統合クラウド化を見送り、追っ
て個別判断。
②スマートフォンや拡張機能の
導入による業務効率化
・クラウド化に合わせて庁内限定
的にスマホや拡張機能の導入・
効果検証を実施。
③電話台数の適正化
・クラウド化時は4月の台数調査
結果を踏まえて整理。クラウド化
後に実施する通話ログ分析や拡
張機能の試験導入等により段
階的に削減。

1
人事課
政策法務課経
営推進担当

執行機関及び
附属機関委員
報酬の見直しに
ついて

【執行機関・附属機関共通】
・2027年4月に、日額を基本とする中で報酬
単価の見直しを実施する。
・報酬額の水準の確認時期は、おおむね5年
を目途に、一般職や特別職の改定状況等を
踏まえて検討を行うこととする。

【執行機関】
・2010年度改定と同様に、特別職報酬等審
議会による第三者意見を踏まえて報酬額を決
定する。

【附属機関】
・市内委員と市外委員の報酬額を統一した上
で設定するとともに、執行機関の報酬改定の
状況を考慮し報酬額を決定する。
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2026年度副市長レビュー（春）　協議事項一覧
【市民部】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

【市民部文化振興担当】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

【都市整備部】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

【都市整備部花みどり担当】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

他都市の火葬料金等の状況を
踏まえ、新斎場供用開始に合
わせた市民火葬料の有料化の
是非。

サマーレビューで審
議

提案どおり進める1 市民生活課
市営墓園・墓地
の運営・整備に
ついて

有識者会議の結論を踏まえ、計画的に墓の整
備、運営の見直しに取り組む。

①市民ニーズに即した墓の供給
を行うため、三方原墓園、船明
墓地に合葬墓や新しい形態の
一般墓を整備。
②船明墓地の未整備区域につ
いてはサウンディング型市場調
査を実施。
③管理料の全利用者への賦課
や墓利用の有限化（更新可能）
などの墓地運営の見直しを進め
る。

2 市民生活課
斎場使用料（市
民火葬料）の見
直しについて

火葬コストの増加や政令市等の有料化の流れ
を踏まえ、本市も市民サービスとしての持続性
を図るため市民火葬料の有料化を図る。

【地域バス再編の方向性】
利用状況（ニーズ・利用者数・
利便性）と財政負担のバランス
を考慮した上で、地域ごとに、以
下の視点で「持続可能な移動
手段」を検討する。
・運行形態の見直し
・教育、福祉、医療に係る移動
支援との重複解消
・他の移動手段への移行
・交通空白地有償運送への支
援の見直し

再度、調査研究等を
行い検討

1 博物館
博物館リニュー
アル事業につい
て

リニューアルオープンに向けた基本計画策定
から運営事業者の選定、設計・施工までのス
ケジュール

施設の老朽化、資料管理、収
蔵スペースの不足、博物館法
改正への対応など、課題解消に
向けたスケジュールの妥当性

再度、調査研究等を
行い検討

1 交通政策課
公共交通の再
構築事業につ
いて

地域バス等を含む地区内交通の見直し

1 動物園

浜松市動物園
の魅力向上に
向けた、中期的
な再整備計画
について

・魅力向上ビジョンに基づく再整備計画（維持
管理上必須の整備、魅力向上に資する取組）
の策定
・魅力向上に資する取組のための来園者属
性・人流分析調査の実施

・再整備計画（維持管理上必須
の整備、魅力向上に資する取
組）の方向性

その他
個別に調整を図り進
める
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2026年度副市長レビュー（春）　協議事項一覧
【消防局】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

【上下水道部】

№ 所管課 事項名 方向性の提案 議論する事項 結果

2028年4月に曳馬野日勤救急
隊を整備するにあたり以下の対
応を行う。
①2027年度に高規格救急自
動車と資器材を配備する。
②2027年4月に必要な人員を
確保する。

提案どおり進める1 警防課
救急隊の整備
について

共同研究で需要（件数）と応答遅延（到着時
間）の両方が相対的に高く「対応すべき優先度
が高い」とされた地域を広く管轄するのは曳馬
野出張所であることから、2028年4月に曳馬
野出張所に日勤救急隊を整備し運用を開始
する。

サマーレビューで審
議

1
上下水道総務
課

専門的知見の
活用について

一段と厳しさを増す経営環境における強靱な
経営基盤の構築のため、以下の内容に対して
経営方針決定過程の一翼を担う存在として外
部人材による知見を活用する。
①基盤強化に向けた経営指標の提示、目指
すべき経営の方向性の提言と、経営管理の仕
組みに係る実装支援（個別・具体的な提言及
び伴走支援）。
②継続的な事業運営を実現するため、徹底的
な現状分析に基づく財務戦略の立案、料金及
び使用料水準の分析・評価、経営分析・評価
体制の構築、経営判断に必要なデータの可視
化、職員に対する研修実施など。
③財政収支見通しを踏まえた経営状況の分
析に基づく、料金及び使用料改定の必要性の
有無に関する提言。

・持続可能で強靭な経営基盤
の構築に向け必要となる経営指
標の提示や経営の方向性の提
言などについて外部知見を活用
することの是非について。
・経営体制に責任をもって関与
する人材の確保方法及びその
活用の仕組みにかかる今後の
調整について。
・経営に資する効果を確認する
ために3年間の活用期間とし、
令和9年度の初めからの実施と
することの是非について。
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

1 部局名 

（課名） 
危機管理監 （危機管理課） 

2 協議事項 

（案件名） 
災害時における生活用水の確保について 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

・災害時は、飲用水に加え、トイレ、簡単な洗い物等の生活用水が欠かせない。 

・本市は、下記の方法で生活用水の確保に努めている。 

 

生活用水の種類 箇所数 

小中学校等のプール水 
・143 箇所（全 182 指定避難所のうち約 80％） 

※浄水機でろ過後、生活用水などとして利用 

小中学校等の井戸水 ・31 箇所（全指定避難所のうち約 20％） 

応急水源 
・6箇所（高丘、長上、天龍川、有玉南、豊西、

志都呂東） 

防災用井戸（民間登録） 
・47 箇所（個人 20箇所、法人 27箇所） 

※2026.3.31 現在 
   

4 検討経過・

課題 

①指定避難所における生活用水の確保 

・今後、小中学校等のプールについて老朽化に伴う更新費用等を理由に廃止

が見込まれる。 

・プールの水が枯渇した場合、生活用水の代替え手段が手薄。 

・136 箇所について、生活用水の確保対策を行う必要がある。 

  指定避難所 182箇所‐46箇所＝136 箇所 

（井戸設置済 31、「応急水源」「水道水源」が半径 500m 以内あり 15） 

 

②指定避難所以外の自主避難所等における生活用水の確保 

・上記①にプラスアルファし、指定避難所から離れた自主避難所や在宅の避

難者の生活用水の確保に努める。 

 

5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

①の対応 

・プールが無い、プールが廃止させる指定避難所を優先的に、136箇所の指定

避難所に井戸を整備する。 

 

②の対応 

・指定避難所から距離がある自主避難所及び在宅の避難者を支援するため、

民間施設の井戸等を活用する。 

・自治会・自主防災隊の意向を踏まえ、井戸施設設置に補助等を行う。 
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5-2 上記の方

向性決定に

向け議論す

る事項 
(妥当性、必要

性、有効性な

ど) 

① 指定避難所（136箇所）へ井戸施設の整備 

項目 内容 備考 

計画期間 
2027～2031 年度 

（5年間） 

プールの廃止計画がある指定避難所

や想定避難者数の多い指定避難所か

ら実施 

事 業 費 
総事業費：408,000千円 

年事業費：84,000 千円 

＠約 300 万円/箇所、28箇所/年 

試堀ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査及び浅井戸築造工事 

財  源 緊急防災・減災事業債 
充当率 100％×交付税措置 70％ 

※2030 年度終了予定 
 
 

② 自主防災隊への補助金の拡充 

   （大型防災資機材の補助金の一部として井戸設置の補助） 

・ボーリング工事費・取水管工事費・ポンプ購入費へ補助金交付 

・補助率：1/2、上限：500 千円 

・年間事業費：10隊×500 千円＝5,000 千円（10隊程度補助/年） 

・財源：地震・津波対策等減災交付金（県補助調整中） 

  ・整備予定の事前調査を実施し、予算を把握する 

  ・条件：防災井戸としての登録 

 

② 

6 結果 

■提案どおり進める 

□サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

 

7 その他  
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副市長レビュー（春）協議事項調書 
 

1 部局名 

（課名） 

企画調整部デジタル・スマートシティ推進担当 

（デジタル・スマートシティ推進課） 

2 協議事項 

（案件名） 
クラウド化に伴う電話業務の効率化について 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

・昨年度副市長レビュー(秋)において本庁舎電話交換機のクラウド化の

方針を決定し、本年度、アセットマネジメント推進課が基本設計を実

施中。 

・現行オンプレ PBXリース期間が満了する 2028 年 12月までに本庁舎の

次期システム構築を完了するためには、早々に仕様を確定し、事業者

選定に向けた関連予算を本年度 11月補正に提案する必要がある。 

4 検討経過・

課題 

・電話 DX庁内 PTにおいて、全庁最適の視点から、本庁舎以外の施設も

含め、統合クラウド化の対象範囲や進め方を検討し、整理した。 

・電話交換機のクラウド化により、自動応答・通話録音など電話業務の

効率化に資するクラウドサービスの利用環境が拡大することから、そ

の有効活用策を検討した。 

・今後 5年のロードマップとともに、特に本年度 11月補正予算に関係す

る要素について是非を問いたい。 

5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

電話環境の統合クラウド化に伴う、スマホや拡張機能を活用した業務改革

の進め方の提案と、クラウド導入時に必要な環境整備の実施 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性など) 

①全庁最適・統合クラウド化 

 ・「電話交換機を有する本庁舎以外の施設」はコスト削減効果を見込め

るため原則、統合クラウド化。協働センターなど「電話交換機を設置

していない施設」は統合クラウド化を見送り、追って個別判断。 

②スマートフォンや拡張機能の導入による業務効率化 

 ・クラウド化に合わせて庁内限定的にスマホや拡張機能の導入・効果検

証を実施。 

 ・スマホを試験導入し、導入ガイドラインを策定。 

 ・通話録音機能は、クラウド化に合わせて利用できる環境を整備。 

 ・IVR（自動応答・自動振分）機能は、プロポ提案や市場調査により製品

選択のうえ 2028 年度に試験導入を行い、導入ガイドラインを策定。 

③電話台数の適正化 

・クラウド化時は 4月の台数調査結果を踏まえて整理。クラウド化後に

実施する通話ログ分析や拡張機能の試験導入等により段階的に削減。 

6 結果 

■提案どおり進める 

□サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

クラウド導入時のスマホや拡張機

能の整備範囲については、効果や必

要性を精査すること。 

7 その他  
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

1 部局名 

（課名） 
総務部 （ 人事課、政策法務課 経営推進担当 ） 

2 協議事項 

（案件名） 
執行機関及び附属機関委員報酬の見直しについて 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

・執行機関・附属機関ともに、行財政改革推進審議会の答申を受け、平成

22年度に報酬額の改定を行った。 

・執行機関の委員報酬は、平成 19年度から平成 21年度までの一般職の

累積改定率を参考に５％引き下げるとともに、一部を除いて、活動実

績に基づき月額から日額への見直しを行った。 

・附属機関の委員報酬は、行革審から答申のあった報酬額（3,000 円/

日）を参考に 5,000 円/日（改定前 8,800 円/日）となるよう見直しを

行った。 

・平成 22年度の改定以降、報酬額は 16年間据え置きとなっている。 

4 検討経過・

課題 

・執行機関・附属機関ともに、近年の人件費上昇を踏まえた検討が必要

である。 

・附属機関においては、業務内容が同じであるが、市内委員（5,000 円/

日）と市外委員（8,800 円/日）の報酬額が異なる運用としている。ま

た、市内委員は、静岡県及び静岡市（11,500 円/日）の半額以下の水

準となっている。 

5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

【執行機関・附属機関】 

・令和９年４月に、日額を基本とする中で報酬単価の見直しを実施する。 

・報酬額は、社会経済情勢の変化を踏まえて、前回改定時（H22.4）か

ら令和８年度までの一般職の累積改定率や他政令市の状況を踏まえ

て改定する。 

（参考）平成 22年度から令和７年度までの一般職の累積改定率は、 

約 9.8%(令和８年度の改定率は未定) 

・報酬額の水準の確認時期は、現在決まったものは無いが、今後はお

おむね５年を目途に、一般職や特別職の改定状況等を踏まえて検討

を行うこととする。 

 

【執行機関】 

・報酬額の改定に際しては、平成 22 年度改定と同様に、特別職報酬等

審議会による第三者意見を踏まえて報酬額を決定する。 

 

【附属機関】 

・「同一労働同一賃金」の考え方を踏まえ、市内委員と市外委員の報酬額

を統一した上で設定するとともに、執行機関の報酬改定の状況を考慮

し報酬額を決定する。 
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副市長レビュー（春）調書 
 

 

（財政影響額）   

令和８年度の改定率が未定であることから、平成 22 年度から令和７

年度までの一般職の累積改定率(約 9.8%)を基に報酬額を仮試算した場

合 

                      （千円） 

   令和 8年度 

予算額 
仮試算額 差 

執行機関 48,153 52,817 4,664 

附属機関 157,365 173,433 16,068 

計 205,518 226,250 20,732 

 

（スケジュール） 

 令和８年 10月～11月 人事委員会勧告を踏まえた報酬額（案）の設定 

令和８年 11月～12月 執行機関について、特別職報酬等審議会に 

よる意見聴取及び意見を踏まえた決定 

 令和９年３月     条例改正（執行機関・附属機関） 

 令和９年４月     施行 

 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性など) 

・報酬の改定額 

・特別職報酬等審議会による意見聴取 

・今後の報酬額の水準の確認時期 

6 結果 

□提案どおり進める 

■サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

 

7 その他  
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

 

1 部局名 

（課名） 
市民部 （市民生活課） 

2 協議事項 

（案件名） 
市営墓園・墓地の運営・整備について 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

・市営墓園・墓地の整備や運営の見直しは、2012 年度の船明墓地開設以

降行っていない。 

・墓ニーズを把握するため 2025 年度に市民、利用者アンケートを実施。

その結果を踏まえ 1月から有識者会議を開催し、市営墓園・墓地の方

向性が示された。 

・大正～昭和期に整備した中沢墓園、三方原墓園は施設・設備の老朽化

が進行している。 

4 検討経過・

課題 

有識者会議において、以下の課題及び対応を協議した。 

①現在の市営墓園・墓地は市民ニーズを受けきれていない。           

②今後、墓の整備は必要だが、市民ニーズを踏まえると船明墓地の未整

備区域全域の整備は必要としない。 

③持続可能な墓地経営に向けて計画的に運営を見直す必要がある。 

5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

有識者会議の結論を踏まえ、計画的に墓の整備、運営の見直しに取り組む。 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性など) 

①市民ニーズに即した墓の供給を行うため、三方原墓園、船明墓地に合葬

墓や新しい形態の一般墓を整備。 

②船明墓地の未整備区域についてはサウンディング型市場調査を実施。 

③管理料の全利用者への賦課や墓利用の有限化（更新可能）などの墓地運

営の見直し進める。 

6 結果 

■提案どおり進める 

□サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

 

7 その他  
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

 

1 部局名 

（課名） 
市民部 （市民生活課） 

2 協議事項 

（案件名） 
斎場使用料（市民火葬料）の見直しについて 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

・2013 年に市民外火葬料を改正して以降、火葬料の見直しは行っていな

い。 

・斎場再編・整備方針（2016.2 策定）に基づく浜松斎場の改築、雄踏斎

場の増設工事中。2027 年 6月（雄踏）、7月（浜松）供用開始。 

4 検討経過・

課題 

・火葬場の運営コストは年間 4.8億円（2025 決算）で上昇傾向。 

・政令市は、市民火葬料の有料化が進み、無料は、本市のほか新潟市の

み。 

5-1 方向性の 

提案 

(目指すべき姿) 

火葬コストの増加や政令市等の有料化の流れを踏まえ、本市も市民サービ

スとしての持続性を図るため市民火葬料の有料化を図る 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性など) 

他都市の火葬料金等の状況を踏まえ、新斎場供用開始に合わせた市民火葬

料の有料化の是非。 

 

6 結果 

□提案どおり進める 

■サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

 

7 その他  
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

 

1 部局名 

（課名） 
市民部文化振興担当 （博物館） 

2 協議事項 

（案件名） 
博物館リニューアル事業について 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

・1979 年の開館から 46年が経過し、施設の老朽化が進むとともに、ユニ

バーサルデザインの実装や重要文化財の適切な収蔵・展示環境の整備が

課題である。 

・資料の増加により収蔵庫が飽和状態にあり、現在の収蔵率は 160％以上

に達している。 

・2023 年博物館法の改正により、地域の多様な主体と連携し、文化観光や

地域活性化に寄与することが努力義務化されたが、現状の施設では事業

展開に必要な設備・スペースの充実が必要である。 

・市域に豊かな歴史文化資源（銅鐸、古墳、城跡、秋葉信仰、民俗芸能等）

が存在する一方、それらの魅力を集約・発信する機能の強化が求められ

ている。 

4 検討経過・

課題 

・2019 年のサマーレビューにおいて、蜆塚・伊場遺跡公園及び博物館の 

再整備について、「提案どおり進める」こととされた。 

※提案内容：蜆塚・伊場遺跡公園の再整備、蜆塚公園内にある博物館の

常設展示を含めた大規模改修、並びに運営体制の強化・充実 

・2023 年度に博物館リニューアル基本構想を策定し、現在は類似施設の 

調査、展示手法の検討を行っている。 

・博物館リニューアル事業と連携することで相乗効果が見込める蜆塚遺 

跡再整備事業は、2027 度末をもって第１期工事が完了する予定 

5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

リニューアルオープンに向けた基本計画策定から運営事業者の選定、設

計・施工までのスケジュール 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性など) 

施設の老朽化、資料管理、収蔵スペースの不足、博物館法改正への対応な

ど、課題解消に向けたスケジュールの妥当性 

6 結果 

□提案どおり進める 

□サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

■再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

基本計画策定を開始するまでの期

間で展示手法・整備手法・運営体制

の考え方、博物館分館・各地の収蔵

施設を踏まえた博物館本館のあり

方をまとめること 

7 その他  
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

 

1 部局名 

（課名） 
都市整備部 （交通政策課） 

2 協議事項 

（案件名） 
公共交通の再構築事業について 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

・利用者減少、運行経費増加により、公共交通を取り巻く環境が悪化 

・リ・デザイン協議会で利便性向上のための取組を検討 

・地域公共交通利便増進実施計画の策定に着手 

・庁内プロジェクトチームで各課所管事業との連携による移動手段の確

保を検討 

4 検討経過・

課題 

○ 地域公共交通利便増進実施計画の策定、並びに現行の総合交通計画及

び地域公共交通網形成計画の改定の方向性、スケジュールの検討 

○ 幹線バス路線への接続運行の検証（遠鉄バス大久保線） 

○ 庁内プロジェクトチームでの検討（各課所管の移動支援施策等の現

状、課題を整理） 

○ 地区内交通等基礎調査（地域バス利用者アンケート含む）結果の評

価・分析 

5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

○ 地域バス等を含む地区内交通の見直し 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性など) 

○ 地域バス再編の方向性 

利用状況（ニーズ・利用者数・利便性）と財政負担のバランスを考

慮した上で、地域ごとに、以下の視点で「持続可能な移動手段」を検

討する。 

・運行形態の見直し 

・教育、福祉、医療に係る移動支援との重複解消 

・他の移動手段への移行 

・交通空白地有償運送への支援の見直し 

6 結果 

□提案どおり進める 

□サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

■再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

 

7 その他 
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

1 部局名 

（課名） 
都市整備部花みどり担当 （動物園） 

2 協議事項 

（案件名） 
浜松市動物園の魅力向上に向けた、中期的な再整備計画について 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

・2016 年度に策定した再生基本計画に基づき、2020 年度にいのちのふれ

あいゾーンを整備 

・その後、コロナ禍、ゾウ死亡（2022 年）、動物福祉の対応強化の必要

性など状況の変化 

・浜松いわた信用金庫、花みどり振興財団、動物園協会及び本市による

公民連携協定（2025 年 6月）に基づき、協議会を組織し、再生基本計

画策定後の状況変化を踏まえた魅力向上ビジョンの協議を開始 

・民間による舘山寺エリア活性化プロジェクトが発足（2026 年 2月）。

本園も参加し、地域振興の役割の一翼を担う。 

・2025 年度副市長レビュー（秋）において、市としての今後の取り組み

方針を確認（魅力向上ビジョン及び再整備計画の作成、舘山寺エリア

再開発完成（2029 年春）までに一定の成果） 

4 検討経過・

課題 

・8月 24日（月）開催予定の第 3回協議会において、魅力向上ビジョン

の策定に向けた意見聴取を実施予定 

・魅力向上ビジョンの策定と並行した再整備計画の検討にあたり、維持

管理上必須の整備（①来園者、飼育従事者の安全安心確保のための取

組、②動物福祉上特に問題がある獣舎の改修、③基盤インフラの補

修）に加え、動物園の魅力向上、地域振興を図るための取組（④民間

事業活動に連動した整備、⑤空き獣舎エリアの活用）についても検討 

・来園者ニーズ把握のための基礎データの不足が課題 

5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

・魅力向上ビジョンに基づく再整備計画（維持管理上必須の整備、魅力向

上に資する取組）の策定 

・魅力向上に資する取組のための来園者属性・人流分析調査の実施 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性など) 

・再整備計画（維持管理上必須の整備、魅力向上に資する取組）の方向性 

6 結果 

□提案どおり進める 

□サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

■その他 

具体的内容 

個別に調整を図り進める。 

7 その他  
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

1 部局名 

（課名） 
消防局 （警防課 救急管理担当）

2 協議事項 

（案件名） 
救急隊の整備について 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

【現状】 

・救急件数は増加傾向にあり、2016 年の救急件数 34,840 件から 2025 年

には 43,977 件へと約 26％増加している。 

・2018 年に芳川救急隊を整備した。 

・2024 年に本部日勤救急隊を下池川町に整備したことで、周辺８救急隊 

の現場到着までの平均所要時間が約１分短縮した。 

・年間の出動件数が 3,000 件を超える救急隊が４隊ある。救急隊は１当 

直中に訓練や研修などにも従事する必要があるが、年間出動件数が

3,000 件を超えると時間を確保できない。 

・2024 年に行った浜松医科大学との共同研究（以下「共同研究」とい 

う。）にて気象、高齢者の人口動態などに基づく救急需要予測を実施し 

たところ 2033 年に６万件を超える予測結果となった。 

・需要予測の結果を踏まえ、2025 年の共同研究で地域別救急需要予測を 

行う際に１隊当たりの救急件数 3,000 件未満及び出動から現場到着ま 

でに要する時間を 10分未満という二つの指標を設定し、対応する新設 

救急隊の整備候補地選定を実施した。 
 

4 検討経過・

課題 

【検討経過】 

・共同研究で指標を改善する効果が高いとされたのは、曳馬野出張所に 

日勤救急隊を整備するほか、中心市街地に 24時間運用救急隊の整備で 

あったため、車庫及び仮眠室のスペースが確保可能な南消防署、中消 

防署及び有玉出張所を対象とした。 

 

【課題】 

・共同研究では、高齢者の人口動態や気候変動が、救急件数に影響を与

えるとされたことから、救急隊整備の方向性（整備場所、運用形態）

について、適宜見直しを行うなど柔軟な救急需要対策を検討していく

必要がある。 

5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

・共同研究で需要（件数）と応答遅延（到着時間）の両方が相対的に高く

「対応すべき優先度が高い」とされた地域を広く管轄するのは曳馬野出

張所であることから、2028 年４月に曳馬野出張所に日勤救急隊を整備

し運用を開始する。 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性など) 

・2028 年４月に曳馬野日勤救急隊を整備するにあたり以下の対応を行う。 

①2027 年度に高規格救急自動車と資器材を配備する。 

②2027 年４月に必要な人員を確保する。 
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6 結果 

■提案どおり進める 

□サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

・2028 年４月に、曳馬野出張所へ

日勤救急隊を整備する。 

・必要な人員の確保方法について

は、今後の調整とする。 

7 その他  
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副市長レビュー（春）協議事項調書 

1 部局名 

（課名） 
上下水道部 （上下水道総務課） 

2 協議事項 

（案件名） 
専門的知見の活用について 

3 背景・現状 

（現状把握で

きる統計数

値など） 

【背景】 

・公営企業は、地方公営企業法に基づき経済性の発揮が法的に要請され

ており、独立採算を基本とした経営が求められている。 

・地方公共団体においては、人事異動が行われるため、膨大なインフラ

資産を背景とした上下水道事業の経営に必要な知識と経験が十分に蓄

積されない構造にある。 

【現状】 

・本格的な人口減少局面への移行に伴い、水需要の低下により収入が減

少する一方、耐震化や老朽管更新など維持管理にかかる事業量は増加

し続けている。 

・市場金利の上昇や国際情勢の不安定化による資材不足、物価高騰の中

で、人口減少下での膨大なインフラの維持更新という局面に対し、限

られた人員で事業を継続する必要がある。 

・職員の知見だけでは、今後の経営リスクの把握や悲観的なシナリオに

対する準備、経営基盤強化に向けた取組みの提案・実装に限界があ

る。 

【包括外部監査】 

・令和 7年度包括外部監査のテーマに「下水道事業に関する事務の執行

について」が選定され、「内部人材の育成に引き続き取り組むととも

に、必要に応じて、財務・経営分野における外部の専門的知見の導入

を検討するなど、高度な経営判断を支える体制の整備と強化を進めて

いくことが望まれる」との意見を受けた。 

4 検討経過・

課題 

【検討経過】 

・令和 7年度については、職員の経営に関する下地の積み上げを実施。 

①総務省「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」を活用

した職員の経営に関する基礎知識の習得に努めた。 

②民間企業の経営知見を学ぶため、同業（管路インフラ）部門を有す

る企業との意見交換を実施。 

【課題】 

・適切な専門的知見を有する外部人材の選定 

・効果検証も含めた事業実施期間の検討 
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5-1 方向性の 

提案 
(目指すべき姿) 

一段と厳しさを増す経営環境において、強靱な経営基盤の構築を目的と

して、以下の内容に対して経営方針決定過程の一翼を担う存在として外

部人材による知見を活用する。 

①基盤強化に向けた経営指標の提示、目指すべき経営の方向性の提言

と、経営管理の仕組みに係る実装支援（個別・具体的な提言及び伴走

支援）。 

②継続的な事業運営を実現するため、徹底的な現状分析に基づく財務戦

略の立案、料金及び使用料水準の分析・評価、経営分析・評価体制の

構築、経営判断に必要なデータの可視化、職員に対する研修実施な

ど。 

③財政収支見通しを踏まえた経営状況の分析に基づく、料金及び使用料

改定の必要性の有無に関する提言。 

5-2 上記の方向

性決定に向

け議論する

事項 
(妥当性、必要

性、有効性な

ど) 

・持続可能で強靭な経営基盤の構築に向け必要となる経営指標の提示や

経営の方向性の提言などについて外部知見を活用することの是非につ

いて。 

・経営体制に責任をもって関与する人材の確保方法及びその活用の仕組

みにかかる今後の調整について。 

・経営に資する効果を確認するために 3年間の活用期間とし、令和 9年

度の初めからの実施とすることの是非について。 

6 結果 

□提案どおり進める 

■サマーレビューで審議 

□提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

 

7 その他  
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